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の拡大も進んできた。しかし、2005 年国勢調査による日本の総人口は 1 億 2,776 万 7,994 人となり、
2000 年からの増加率は 0.65％まで低下し、ほぼ定常状態となっている。さらに住民基本台帳に基づ
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0.3. 論文の構成 






第 1章 大都市圏における市街地の拡大に伴う農地の減少 
 第 1 章では、大都市圏周縁部の環境を考えるにあたり、その背景にある都市圏の市街地拡大の状況
を明らかにするとともに、それに伴う大都市圏周縁部の環境の変遷を明らかにする。 
 
第 2章 大都市圏およびその周縁部における農地を取り巻く環境の特徴 









第 4章 大都市圏周縁部における農地と他土地利用とで構成される景観の評価手法開発 





第 5章 大都市圏周縁部における農地と他土地利用とで構成される景観の特性把握 










































































図  0-1 研究の構成 
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0.4.2. 本研究の位置づけ 
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第 1 章 大都市圏における市街地の拡大に伴う農地の減少 
  
 








1.1.1. 総人口と DID(人口集中地区)からみる日本における市街化 
 日本の総人口は、1920 年第一回国勢調査時に 5,596 万人で、その後増加の一歩を辿ってきた(図 
 1-1)。特に第 2 次世界大戦後の高度経済成長に伴う人口増加が著しい。人口集中地区面積の推移(図 
 1-2)からも、人口増加とともに市街地の拡大も進行していることがわかる。 
しかし 1980 年代を過ぎると人口増加率は低下し、2005 年 10 月実施の国勢調査で日本の総人口は 1
億 2,776 万 7,994 人となり、2000 年からの増加率は 0.65％まで低下し、ほぼ定常状態となっている。























































図  1-2 全国人口集中地区面積の推移(国勢調査) 
 
 






















上の距離に飛び地状に開発されたものも多く(図  1-3)、これらを核とする周辺の市街化も進行した。 
  
 
図  1-3 戦後の私鉄による郊外住宅地開発2) 
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3) 戦後復興と高度経済成長期における郊外開発 
第 2次世界大戦後の復興期から高度経済成長期を迎え、1960 年代には人口と産業の急激な集中によ
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図  1-5 大阪府の人口集中地区面積の推移(国勢調査) 
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図  1-7 大阪都市圏における人口集中地区の変遷(出典:『関西の住宅地』,p24 より筆者が編集して転載4)) 
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4) 高度経済成長期後のおける郊外開発 
 人口集中地区は 1970 年から 1975 年は 13,000ha 増と依然急激な増加を続けていた。しかし、1973
年のオイルショック以降は、宅地開発が大きく減少し人口集中地区面積の増加比率も低下している 
(図  1-5)。さらに 1980 年代に入ると、住宅需要の減少や市街化区域の約 9 割が人口集中地区となる
ことで、まとまった開発適地が少なくなったことから、一団の開発は減少し住宅地が多様な形態で個
別分散的に形成された。人口および人口集中地区面積の増加も低調となっている(図  1-4、図  1-5)。 














中心とする地区を対象地域として設定した。分析には明治 18 年から明治 22 年の間に作成された参謀
本部陸軍測量局作成の二万分の一仮製地形図5)(図  1-9)を用い､仮製地形図に示された凡例を参考に、
対象地域を集落、田、畑、山林・緑地、河川・池の 6 種類の土地利用で区分した。作業には ESRI 社
の ArcGIS8.3 を用いた。 
 
1.2.2. 明治中期の土地利用の特徴 






1.2.3. 明治中期土地利用と 1996 年土地利用との比較 
 1.2.2 の明治中期土地利用ベクトルデータを基に、明治中期の 10m メッシュ単位土地利用データ(山
林・緑地、農地、集落、水面の 4 区分)を作成し、国土地理院作成の「細密数値情報(10m メッシュ土
地利用)近畿圏 1996」6)を用い、1996 年時点の土地利用状況との比較を行った。明治中期からの農地

























河川・湖沼 単位：ha  
図  1-8 明治初中期の大阪府北東部の土地利用面積 
 
図  1-9 参謀本部陸軍測量局作成の二万分の一仮製地形図 出典:『明治期関西地誌図集成』5) 
        
図  1-10 明治中期の大阪府北東部の土地利用現況図 
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図  1-11 明治中期から 1996 年にかけての農地の変化 
 
   























分析には国土地理院発行の 2万 5千分 1地形図を用い、農地の土地利用変化により市街化が進行し
てきたという経緯を踏まえ、調査地域内の農地分布の変遷を把握した。調査対象年次は 1956 年、1967
年、1980 年、1991 年、1999 年の 5時点を設定し、作業には ESRI 社の ArcGIS9.1 を用いた。対象地域








図  1-13 調査対象地域の位置  
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図  1-14 大阪府北東部淀川右岸地域の地形図(左:1956 年、右:1999 年) 
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1.3.3. 大阪府北東部淀川右岸地域における農地面積の推移からみる市街化の特徴 
 対象地域における農地面積の変化を図  1-15 に、農地分布の変遷を図  1-16 に示す。 
 1956 年には 1,226.3ha の農地が存在していた。対象地域内の 77.3％を農地が占めており、当時は
農地が広がる景観が存在していた。しかし2本の鉄道路線および複数の駅に近い北西部を中心に、1956
年以降 1967 年までに 335.8ha もの農地の減少がみられ、それに伴い市街化が進行している。 
その後、1967 年以降 1980 年にかけては 542.6ha の農地の減少がみられ、さらに市街化のスピード










になっている。そのため農地面積の減少は 27.2ha となり、ほぼ市街化されたといえる。1956 年に存

























図  1-15 大阪府北東部淀川右岸地域における農地面積の推移 
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図  1-16 大阪府北東部淀川右岸地域における農地分布の変遷 
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 本節では大阪府の農地の特徴を統計および GIS を用いて整理する。 
 大阪府における農地分布と法規制との関係を整理するために、2001 年時点の土地利用をベクトルデ
ータで収録している｢数値地図 5000(土地利用)近畿圏｣1)を用いて、区域区分および農業振興地域との
関係を整理した(図  2-1、図  2-2)。分析には ESRI 社の ArcGIS9.1 を用いた。なお収録データの範囲
の都合により近畿圏整備法による既成都市区域および近郊整備区域のみを対象としている。 
 大阪府内の対象とした市町における合計農地面積は 12,693.7ha であり、対象市町村全体の 8.0%を




 一方、市街化調整区域内には 9,478.9ha の農地があり全体の 65.0%を占めている。このうち 67.7％
にあたる 6,421.0ha の農地が農業振興地域に存在している。さらに農業振興地域内の内訳は、農用地




























図  2-1 大阪府における法規制別農地面積 
(2001 年、近畿圏整備法による既成都市区域および近郊整備区域) 
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表  2-1 大阪府内の法規制別農地面積(2001 年) 
単位：ha
白地 農用地区
4,451.9 3,050.9 3,895.0 2,526.1
阿倍野区      0.2 0.2
旭区          0.2 0.2
此花区        0.3 0.3
住吉区        10.4 10.4
住之江区      2.7 2.7
城東区        1.0 1.0
生野区        5.3 5.3
西成区        0.3 0.3
西淀川区      0.3 0.3
鶴見区        18.3 18.3
東住吉区      23.4 23.4
東淀川区      10.6 10.6
平野区        50.2 3.6 53.9
淀川区        1.6 1.6
豊中市          95.0 95.0
池田市          38.2 163.4 201.6
箕面市          110.2 174.1 284.2
能勢町※ ※ ※ ※ ※ ※
豊能町※ ※ ※ ※ ※ ※
吹田市          65.9 65.9
高槻市          131.9 30.5 363.3 209.0 734.7
茨木市          138.8 28.2 214.7 378.2 759.9
摂津市          48.1 16.0 64.1
島本町        20.3 22.2 42.5
守口市          19.1 0.0 19.1
枚方市          263.1 436.4 29.5 33.8 762.8
寝屋川市       97.2 100.6 197.7
大東市          50.9 20.8 71.7
門真市          53.5 22.7 76.3
四條畷市       37.8 90.6 128.3
交野市          119.7 192.2 311.9
東大阪市       229.5 53.6 283.1
八尾市          256.5 229.5 10.7 53.6 550.2
松原市          108.9 149.6 258.5
柏原市          89.1 8.8 182.8 44.3 325.0
富田林市       133.8 1.4 365.8 327.6 828.6
河内長野市※ ※ ※ ※ ※ ※
羽曳野市       120.1 12.8 333.7 84.8 551.5
藤井寺市       56.1 22.7 78.8
河南町※      ※ ※ ※ ※ ※
太子町      48.2 15.6 156.2 94.0 314.0
大阪狭山市   90.3 137.4 227.7
美原町      81.0 244.3 325.3
千早赤阪村※ ※ ※ ※ ※ ※
堺市             310.8 352.9 528.3 151.8 1,343.8
泉大津市       51.1 51.1
和泉市 219.6 18.0 592.5 287.8 1,117.9
高石市          28.3 8.3 36.6
忠岡町        24.7 24.7
岸和田市       252.7 10.1 391.1 397.4 1,051.2
貝塚市          199.6 6.2 206.2 96.2 508.2
泉佐野市       266.9 13.4 198.2 243.3 721.8
泉南市          133.8 54.2 264.2 106.8 559.0
熊取町   146.7 108.0 1.8 16.3 272.8
田尻町        7.1 0.0 56.2 1.1 64.3
阪南市          105.0 176.7 281.8
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図  2-2 大阪府の農地分布と法規制の関係 
 









1974 年、1979 年、1985 年、1991 年、1996 年の土地利用を 10m 四方のメッシュデータで収録してい
る『細密数値情報(10m メッシュ土地利用)4)』を用い、大阪府における各年代の｢田｣および｢畑・その
他の農地｣に該当する土地利用を農地として抽出した。そして 1974 年～1979 年、1979 年～1985 年、
1985 年～1991 年、1991 年～1996 年の 4期間において、農地が他土地利用へと変化しているメッシュ
を ESRI 社の ArcGIS9.1 Spatial Analyst を用いて抽出した。抽出した農地が他土地利用へと変化し
てメッシュは、標準 3次メッシュ(約 1km 四方)を東西方向および南北方向に 2分割した 4次メッシュ
(約 500m 四方)単位で、その合計面積を集計した。 
なお使用データの収録範囲は近畿畿圏整備法に基づく既成都市区域及び近郊整備区域のため、大阪
府内の一部市町村が除外されているが、本分析は市街地と農地との関係の分析を目的としているため、
既成都市区域及び近郊整備区域を対象とした。また 1974 年～1979 年のみ、1974 年時点の使用データ
の収録範囲から泉南地域の一部が除外されているため、該当する市町は分析対象から除外している。 
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2.2.2. 分析の結果 













図  2-3 1974 年～1979 年の期間の農地の他土地利用への変化量 
(1974 年～1979 年の期間のみ泉南地域の一部市町も分析対象外) 
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図  2-4 1979 年～1985 年の期間の農地の他土地利用への変化量 
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図  2-5 1986 年～1991 年の期間の農地の他土地利用への変化量 
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4) 1991 年～1996 年 
 1980 年代から続いた地価高騰も収まり、1985 年から 1991 年に比べて全体的に変化面積が減少して














図  2-6 1991 年～1996 年の期間の農地の他土地利用への変化量 




する。変化時期の特徴を示した図  2-7、各時期の変化面積合計を示した図  2-8 からは、以下の内容が
明らかになった。 
1974 年以降都心部周辺の都市で多くの変化が発生し、1979 年以降になると府全体で変化が起きて
いる。そして 1985 年以降になると、鉄道沿線の都心から比較的離れた市町での変化が多くなってい 
 
図  2-7 農地の他土地利用変化の時期の特徴 














(ha)74年-79年変化 79年-85年変化 85年-91年変化 91年-96年変化 1996年農地
 
図  2-8 大阪府における 1974 年から 1996 年の間の農地土地利用変化 
（近畿圏整備法による既成都市区域および近郊整備区域） 






















図 5000(土地利用)近畿圏｣を用いて算出した。なお分析を簡素化するために、表  2-2 に示すように 17
の土地利用項目を 13 にまとめている。 




における分類 大分類 中分類 小分類 












工業用地 6 工業用地 
7 一般低層住宅地 







道路用地 11 道路用地 




河川・湖沼等 14 河川・湖沼等 
その他 15 その他 
河川・湖沼等 16 海 
対象地域外 17 対象地域外 
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2.3.2. 分析の結果 






南河内地域で 24.2%、泉南地域で 20.3%と高い傾向にある。 
大阪市地域では農地自体が 128.5ha(表  2-1)と少ないものの、｢工業用地｣｢商業・業務用地｣｢その他
の公共公益施設用地｣の比率が他地区と比べて最も高くなっており、都心部に存在する農地の特徴を
反映している。 





















































0.5 7.6 8.5 21.8 13.7 23.8 5.6 11.3 3.4 3.8
12.3 5.5 2.1 32.4 6.7 15.4 3.4 6.7 12.3 3.3
17.5 5.0 4.4 25.5 7.6 14.1 3.5 6.8 11.8 3.6
5.5 8.6 4.9 21.8 9.0 17.3 4.3 8.7 15.9 4.1
7.1 8.3 6.6 21.0 10.3 13.4 3.4 7.7 17.1 5.0
9.1 8.4 4.5 17.2 7.0 11.7 4.1 6.0 24.2 6.4 0.1
7.7 9.1 5.8 19.9 11.1 11.2 3.5 6.5 19.1 5.4 0.3
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図  2-10 農地から 250m 距離圏の周辺土地利用に占める｢山林・荒地等｣の面積比率 
 













図  2-11 農地から 250m 距離圏の｢山林・荒地等｣の面積比率(標準 4次メッシュ) 





































































図  2-12 農地から 250m 距離圏の周辺土地利用に占める｢河川・湖沼等｣の面積比率 
 












図  2-13 農地から 250m 距離圏の｢河川・湖沼｣の面積比率(標準 4次メッシュ) 












































































図  2-14 農地から 250m 距離圏の周辺土地利用に占める｢住宅地｣の面積比率 
 















































図  2-16 農地から 250m 距離圏の｢住宅地｣の面積比率(標準 4次メッシュ) 
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ⅱ)工業用地 






































































図  2-17 農地から 250m 距離圏の周辺土地利用に占める｢工業用地｣の面積比率 
 




































あまり存在していない。一方で、大阪府の北部地域では表  2-1 に示したように農地が多く存在してい






 4 市の 1955 年以降の人口推移を図  2-19 に、総面積に占める人口集中地区面積の割合を図  2-20 に
示す。1960 年代からオイルショック前後の 1975 年にかけての人口増加が、特に高槻市における人口





ものの、他 3 市でも 1980 年頃までに人口集中地区面積の増加傾向が停滞し、市街地の拡大がほぼ収
束している。図  2-21 に示す市街化区域面積に対する人口集中地区面積の割合をみると、池田市およ





















池田市 箕面市 茨木市 高槻市
 










1960 1965 1970 1975 1980 1985 1990 1995 2000
池田市 箕面市 茨木市 高槻市
 













図  2-21 大阪府北部 4市における市街化区域面積に対する人口集中地区面積の割合 












対象地域の将来推計人口を図  2-22 に示す。4市合計で 2005 年から 2030 年までの 25 年間で、2005




























池田市 箕面市 茨木市 高槻市
 
図  2-22 大阪府北部地域 4 市における将来推計人口(国立社会保障・人口問題研究所) 
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2.5. 大阪府北部地域を対象とした農地の存在形態の特徴 







 対象 4市域を、標準 3次メッシュ(約 1km×1km)を東西・南北方向にそれぞれ 2分割した 4次メッシ
ュ(約 500m×500m)を用いて 1,096 メッシュに分割した上で、住宅地と農地とが並存する環境が存在す
る地区を抽出するために、人口集中地区(2000 年国勢調査)が含まれるメッシュを対象とした(1)。また
対象 4市の境界部では数値算出の際の特異値が発生するため、各メッシュに占める対象 4市域の面積
比が 50%以下となる地域を除外した。これらの作業により、4 市を構成する全 1,096 の 4 次メッシュ





畿圏 1996 年版、国土地理院発行)を用いて、ESRI 社の ArcGIS9.0 Spatial Analyst で算出した。算出






慮する上で、周囲 8メッシュの集計がより妥当であると判断し、農地 1メッシュ(約 10m×10m)の周囲
8メッシュの土地利用状況を数値化した(図  2-23)。市街地近接度は隣接する市街地メッシュ数を、農




図  2-23 市街地近接度と農地まとまり度の概念 
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市街地近接度の平均が 1.0 の場合、農地 1 メッシュ(約 10m×10m)の周囲 8 メッシュに市街地が 1








るクラスター分析(Ward 法)を行い 10 類型に分類した。4 次メッシュの農地面積の特徴として、農地
面積割合が 10%未満のメッシュが全体の 59.0%を占めており、それらの地域からは、地域景観におけ
る農地の役割が捉え難いと予想される。そのため、一定以上の農地が存在する地区の抽出を目的とし
て、10 類型ごとに平均農地面積を算出し、全 441 の 4 次メッシュの平均農地面積(34,005.9 ㎡)以上
である 4類型を調査対象とした。 
上記 4類型に属する 166 の 4 次メッシュについて、農地の存在形態の違いによる類型化を目的とし
て、上記の山林面積・農地面積・市街地面積以外に、 2.5.3 で作成した市街地近接度・農地まとまり
度・平均傾斜度を加えた 6変数を用いてクラスター分析(Ward 法)を行い、新たに 10 類型に分類した。
類型毎の特徴を表  2-3 に、その分布を図  2-24 に示す。またそれぞれの特徴を以下に示す(平均農地
面積の低い類型 6および類型 8を除く)。 
 

























1 10,528.4  87,884.4 91,739.0  0.233 2.16 1.55 59.7 28(16.9%) 市街地内にありながらも、規模の大きな農地が存在。
2 5,089.0  43,079.2 141,767.2  0.230 0.91 0.74 90.7 43(25.9%) 市街地内に小規模農地が点在。 
3 10,975.9  47,559.1 135,501.6  0.118 1.15 1.39 74.2 14( 8.4%) 2 と特徴が似ているが、市街地近接度が平均以下。 
4 3,109.2  63,548.3 93,630.2  0.155 1.54 0.55 67.2 28(16.9%) 市街地に多様な規模の農地が点在。1,2 の中間的性格。
5 7,909.2  130,278.9 58,325.8  0.195 3.45 1.24 36.7 13( 7.8%) 農地が約半数を占める。大規模農地に市街地が並存。
6 131,835.3  14,578.3 64,770.6  0.029 0.33 9.82 25.7 7( 4.2%) 山林と市街地で大半が占められ、農地が少ない。 
7 1,657.5  179,919.8 35,733.5  0.142 5.02 0.69 19.3 6( 3.6%) 大半が農地で占められており、市街地が少ない。 
8 126,903.8  8,836.4 67,004.8  0.022 0.16 3.28 43.6 9( 5.4%) 6 とほぼ特徴が同じだが、さらに農地が少ない。 
9 121,565.0  69,697.9 33,040.1  0.064 1.84 4.63 15.5 7( 4.2%) 山地が約半数を占めている。農地面積も大きい。 
10 59,561.4  79,924.4 59,829.7  0.089 2.10 5.49 20.0 11( 6.6%) 9 と似ているが、より山林が少なく、市街地が多い。
平
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図  2-24 農地の存在形態の違いによる類型分布 
 
 
1) 類型 1 
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2) 類型 2  
■構成比:25.9％(43 メッシュ) ■DID 率:90.7％ 
■特徴:市街地を中心に構成される類型で DID 面積率が最も高い。農地は小規模なものが中心で、市街
地近接度が高く、周囲を市街地に囲まれている。鉄道駅から近い位置に多く分布している。 
   
図  2-26 類型 2の例(箕面市牧落) 
 
3) 類型 3  
■構成比:8.4％(14 メッシュ) ■DID 率:74.2％ 
■特徴:市街地と農地の比率は類型 2 とほぼ同じであるが、農地規模はやや大きい。市街地近接度も
類型 2より低く、類型 2ほど土地利用が細かく混在していない。 
   
図  2-27 類型 3の例(箕面市今宮) 
4) 類型 4 
■構成比:16.9％(28 メッシュ) ■DID 率:67.2％ 
■特徴:農地面積、市街地面積、市街地近接度、農地まとまり度が全 10 類型の平均値に近い。小中規
模の農地が多い。鉄道駅近くと区域区分境界のおおよそ中間多くに位置している。 
   
図  2-28 類型 4の例(高槻市郡家) 
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5) 類型 5 
■構成比:7.8％(13 メッシュ) ■DID 率:36.7％ 
■特徴:メッシュの半数を農地が占めている。まとまりのある農地に、旧集落地区または計画的に開
発された戸建住宅地が隣接しているものが多い。 
   
図  2-29 類型 5の例(茨木市安威) 
 
 
6) 類型 7 




   
図  2-30 類型 7の例(茨木市東安威) 
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7) 類型 9 




   
図  2-31 類型 9の例(高槻市西之川原) 
 
8) 類型 10 
■構成比:6.6％(11 メッシュ) ■DID 率:20.0％ 
■特徴:類型 9 と似た特徴を有するが、類型 9 より山林面積が少なく、代わりに市街地が多い。農地
と山林と旧集落地区とで構成される里山風景と、山麓沿いの計画的住宅開発地が属する。 
  
図  2-32 類型 10 の例(茨木市宿久庄) 
 
2.5.4. 農地の存在形態の違いによる類型の特徴 
農地の存在形態の違いによる類型の分布(図  2-24)をみると、類型 2・3・4 に属する、市街地内に
農地が小規模に分散して存在する地区が合計 51.2%(85 メッシュ)と最も多く、大都市圏周縁部におけ
る農地の一般的な存在形態であるといえる。これらは他の類型に比べて鉄道沿線近くに分布している。
次に類型 2・3・4に比べて、より農地の集塊性が高い類型 1に属する地区が 16.9%(48 メッシュ)と多
く、ここでは市街地内に比較的まとまりのある農地が存在している。さらに農地を中心とする類型 5・
7 が計 11.4%(19 メッシュ)あり、ここでは農地を中心に市街地が並存している。これらの農地面積率
の高い類型 1・5・7 は、DID 北限の山地沿いおよび高槻市南部から茨木市南部にかけての淀川右岸沿
いに分布しており、鉄道駅との関係をみると類型 2・3・4のさらに外側に位置する。そして、山地を
中心に構成される類型 9・10 は 10.8%(18 メッシュ)存在し、DID 北限の山地沿いに分布している。 
 大都市圏周縁部において、農地規模や市街地との近接状況などから、異なる農地の存在形態を有し
ていること、またそれらの分布特性を把握することができた。 
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い、 2.3 と同様の基準で 2001 年時点の農地の分布を把握する。その後 2007 年の住宅地図7)を用い、
2001 年時点で農地であった箇所の土地利用の状態を調査し、変化している箇所の土地利用および面積


















図  2-33 2001 年以降の農地土地利用変化の分析範囲 
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2.6.2. 農地の土地利用変化面積 
 対象地域内では 419 件の農地の土地利用変化が発生しており、市街化区域内で 277 件(33.9ha)、市
街化調整区域では42件(13.4ha)の変化が生じている(表  2-4)。市街化区域内の宅地化農地をみると、
池田市では 4.5%と低いが、他 3 市では 10％前後の農地が他土地利用へと変化している。池田市の比
率が低い原因は、池田市における 2001 年時点の農地面積が、他 3 市に比べて少なく、開発等に適し
た規模の農地が無いことが原因にあると考えられる。 
生産緑地地区の解除に伴う転用は、箕面市で 7.19ha、高槻市で 4.39ha(計 11.58ha)と多く発生して
いる。これは両市の宅地化農地の変化面積(15.18ha)の 7 割強に相当する値であり、生産緑地地区が
農地保全の制度として十分に機能していないことがわかる。 

































































池田 0.16  16.6  1.0% 1.54  34.1  4.5% 0.55 25.9 2.1%
箕面 7.20  124.4  5.8% 9.59  97.0  9.9% 0.99 94.0 1.0%
  
茨木 1.32  64.9  2.0% 8.29  62.3  13.3% 0.00 5.9 0.1% 1.23 60.5 2.0% 2.28  186.0 1.2%
高槻 4.39  78.5  5.6% 5.59  50.4  11.1% 0.13 7.5 1.7% 6.67 318.2 2.1% 1.55  142.5 1.1%
合計 13.07  284.4  4.6% 25.01  243.8  10.3% 1.67 133.3 1.3% 7.90 378.6 2.1% 3.84  328.5 1.2%
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2.6.3. 農地の土地利用変化後の土地利用の特徴 
 図  2-34 に変化後の土地利用別に集計した土地利用変化の件数、図  2-35 に土地利用変化の面積、
また図  2-36 に変化後の土地利用別に集計した平均変化面積を示す。 
農地の土地利用変化後の土地利用の特徴をみると、市街区域内では計画的な戸建て住宅地開発が
118 件と最も多くなっている。そのうち生産緑地地区の解除を伴う変化は 39 件と全体の 1/3 を占めて
おり、宅地化圧力が生産緑地地区の解除を伴う変化に影響している。また平均変化面積は、生産緑地
地区の解除を伴うものが 2,280.8 ㎡、宅地化農地が 1,333.5 ㎡であり、生産緑地地区でより規模の大
きな変化が起きている(図  2-35)。変化の合計面積でも、箕面市や高槻市では生産緑地地区の解除を
伴うものと宅地化農地の変化面積がほぼ同等になっている(図  2-35)。 
次いで一般駐車場(2)への変化が 49 件と多くなっているが、宅地化農地の一件あたりの変化面積は




市街化調整区域では個別の戸建て住宅建設が 32 件と最も多く、次いで一般駐車場が 25 件、商店・
サービスが 21 件と市街化区域と同じ土地利用への変化が多い(図  2-34)。市街化区域と異なる特徴と
しては、医療福祉施設や商店・業務用駐車場への変化が多いことが挙げられる。一方、変化面積をみ






















































































1 5 16 35 7 16 1 1 15 23 1
5 12 6 2 3
1 1 2 11 5 7 1 3 5 3 8 16 1
1 6 5 9 4 2 5 5 7 2
1 4 3
1 2 1 1 2
1 1 2
1 2 1 1 1 1 7 1
1 4
8 1 10 1 15 5 3 1 15 1 12 3
2 6 1 1 2 2 1 1 1 6
2 1 3 2
1 2 3 3 1 2 1
1 1
（数字は変化件数）  
図  2-34 2001 年以降に発生した農地土地利用変化(件数) 
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8,736.0
16,395.2
1,463.6 1,282.8 27,788.8 23,896.1 328.3
6,144.8 2,138.7 2,563.6
2,614.6 1,130.3 1,496.4 2,704.6 1,902.6 3,980.5 526.0




889.2 866.2 3,084.2 1,483.5 20,562.0 2,538.9
3,312.7 4882.1







2,285.9 888.6 549.0 2,704.8 5,445.1 1339.1 180.9 980.3 14,392.1









343.5 687.0 2,165.9 4,526.0 1,706.0 3,771.9 345.8
715.3 209.4



















































































   図  2-35 2001 年以降に発生した農地土地利用変化(面積)  
 
      
2,280.8 1,333.5 895.9 1,282.8
2,554.5 1,221.1
728.3
286.4 303.6 269.0 337.1








































     図  2-36 2001 年以降に発生した農地土地利用変化における変化土地利用別の平均面積 
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2.6.4. 農地の他土地利用への変化まとめ 
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2.7. まとめ 
本章では大阪府を事例に、大都市圏の農地の状況及び農地と他の土地利用との関係を分析した。 
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による評価を行う。 
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った(質問内容を図  3-2 に示す)。また 5群に分類された写真に対して、最も好ましい群の写真に 5
点、以下の群の写真は順に 1点ずつ減点した得点をつけた。 
実験は平成 17 年 11 月 28 日から 12 月 27 日の間に、学生として対象地域を生活圏の一部としてい
る大阪大学工学部地球総合工学科環境工学科目と大学院工学研究科環境工学専攻の 23 名に対し個
別に行った(2)。年齢は 21 歳から 25 歳まで(平均年齢 23.1 歳)、性別は男性 15 名、女性 8名である。
一人当たりの調査時間は 30 分前後であった。 
また評価グリッド法の結果として得られた 15 形容詞(表  3-9)を評定尺度とした SD 法を行うこと
で、景観に対する心理評価の定量的把握を行った。そして因子分析を用いた主要評価因子の抽出に
より、評価グリッド法における評価項目群の分類の妥当性の検討を行った。なお形容詞対の評価に
は 5段階の評価軸を設定した。評価刺激の提示には、液晶プロジェクター(EPSON 社製 ELP-735)を用
い、大型スクリーンに写真を投影した。被験者に一枚あたり 45 秒提示し、評定用紙に各形容詞対に
対する心的評価を記入してもらった。調査は平成 17 年 12 月 20 日、21 日の 2 回に分け、画像提示
順を変え、提示順による影響を少なくした。評価グリッド法の被験者と異なる学生 36 名(所属は同
じ)を対象とした。平均年齢は 21.4 歳、性別は男性 31 名、女性 5名である。 




成される多様な景観を抽出するために、2.5 の農地の存在形態の違いによる 4 次メッシュ単位での
類型を参考に、撮影地点を決定した。農地の存在形態にもとづく 10 類型から、平均農地面積の小さ
い 3類型を除いた類型 1,2,3,4,5,7,9,10 に該当するメッシュを抽出した。そして類型毎の撮影数に
偏りが生じないように注意しながら、分析用の景観写真の撮影地点として 187 ヶ所を設定した。 
撮影地点は 1/2500 地形図を参考に、農地が存在することを前提に、公園・バス停等の地区居住者
が多く集まる地点、通勤や買い物等の日常生活において居住者が多く往来する交差点等を選んだ。
デジタルカメラを 35mm フィルム換算で焦点距離 35mm に固定して使用し、農地境界から 1m 後退した
位置で、地上約 160cm の高さから水平方向に撮影した。撮影は 2005 年 11 月 19 日から 26 日の日中
に行い、天候は晴れであった。そして撮影後に、187 枚の写真から 34 枚を評価グリッド法における
比較対象写真として抽出した(表  3-1)。抽出にあたっては、筆者の他 2 名による意見を取り入れな
がら、類似する写真を除外した。 
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 表  3-1 評価グリッド法および SD 法(※)に用いた写真 
※写真 1 ※写真 2 ※写真 3 ※写真 4 ※写真 5 
  
4.40/0.91 73m 2.33/1.50 48m 3.47/0.92 55m 2.67/0.72 73m 3.93/1.16 141m 
※写真 6 ※写真 7 写真 8 ※写真 9 ※写真 10 
  
3.40/1.24 112m 3.33/1.11 108m 2.93/0.88 52m 2.87/0.99 67m 1.93/1.10 72m 
写真 11 ※写真 12 写真 13 ※写真 14 写真 15 
  
3.00/1.20 112m 4.47/0.92 284m 4.20/1.08 540m 1.60/0.63 76m 2.60/0.91 131m 
※写真 16 ※写真 17 ※写真 18 ※写真 19 写真 20 
  
3.40/1.40 31m 1.87/0.92 74m 3.13/1.06 91m 4.53/0.64 81m 3.93/0.70 253m 
※写真 21 写真 22 ※写真 23 ※写真 24 ※写真 25 
   
2.53/1.06 58m 1.93/0.59 37m 3.33/1.29 311m 3.20/1.01 337m 2.13/0.74 56m 
※写真 26 ※写真 27 ※写真 28 写真 29 ※写真 30 
   
1.33/0.62 24m 2.40/0.74 28m 2.13/0.83 106m 4.60/0.63 85m 4.07/0.80 558m 
写真 31 写真 32 ※写真 33 ※写真 34 
   
3.53/1.19 555m 3.20/1.32 208m 3.20/1.15 30m 3.13/1.36 189m 
 
写真下の数字は評価グリッド法の評価得点平均/標準偏差および主な視対象までの距離。 ※は SD 法で用いた写真。  




層図を作成し、23 名分をまとめることで認知構造の階層ダイヤグラムを作成した(図  3-3)。ダイヤ
グラムの中心に評価項目を示し、左側にラダーアップ作業によって抽出された上位概念(心理評価)、
右側にラダーダウン作業によって抽出された下位概念(必要条件)を示す。 








る『生活・生業』を加えた 4評価項目群に分類できた(図  3-4)。 
これらの評価項目から想起される心理評価として抽出された意見(図  3-5)は、「なつかしい(5)」














































































図  3-3 評価グリッド法の結果による認知構造の階層ダイヤグラム 


























































図  3-4 評価項目の回答数 
 




















図  3-5 心理評価の回答数（階層による区別なし） 
 
 


























図  3-6 必要条件の回答数（階層による区別なし） 
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3.3.2. 評価項目群別の評価構造の特徴 
 本節では 3.3.1 で作成した評価項目群それぞれに対して、その評価構造の特徴を詳細に分析する。 
 
1) ｢開放感・景色の広がり｣ 
 ｢開放感・景色の広がり｣の評価項目群(図  3-7)では、｢中高層の建物がない(10)｣や、｢建物が近景
にない、広がりがある(15)｣等が評価項目とされている。それらは｢開放的、圧迫感が無い(16)｣とい









































図  3-7 ｢開放感・景色の広がり｣評価項目群 
 
表  3-2 開放感・景色の広がりの観点から高評価(数字は評価得点) 
写真 12 写真 13 写真 30 
  
4.47 4.20 4.07 
 
表  3-3 開放感・景色の広がりの観点から低評価(数字は評価得点) 
写真 24 写真 25 写真 27 写真 10 
 









挙げられおり、自然要素が評価されている(表  3-4)。写真 12 のように中遠景に存在する緑地だけで







































図  3-8 ｢自然｣評価項目群 
 
表  3-4 農地と周囲の自然などとの組み合わせで高評価(数字は評価得点) 
写真 1 写真 12 写真 19 写真 29 
 










インが農地に合っていることが評価されていると考えられる(表  3-5)。 
住宅以外の人工構造物に関しては、写真 26 にみられるような派手な看板は評価が低い。農地規模
や隣接地との関係が似通っている写真 25、27 よりも低い評価がなされていることから、農地に不釣
合いな派手なデザインが景観評価に影響していると考えられる(表  3-6)。 
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規模の大きな構造物に関しては、写真 14 のように近景に建物が存在する場合は評価が低いが、写
真 34 のように比較的遠くに存在する場合には中程度の評価をされており、近景に存在し開放性を低
減させる場合に景観評価に影響している(表  3-8)。また写真 2は、近景に存在する鉄塔以外の要素
















































図  3-9 ｢建物・構造物のデザイン｣評価項目群 
 












表  3-7 人工構造物の存在による評価の違い 
(数字は評価得点) 




表  3-8 近景の大規模構造物は低評価 
(数字は評価得点) 














































図  3-10 ｢生活・生業｣評価項目群 
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3.3.3. SD 法による評価グリッド法の評価項目群分類の妥当性検討 
SD 法では被験者の負担軽減のため、評価グリッド法で用いた 34 枚の写真から 25 枚を実験写真と
して抽出した(表  3-1 に※で明記)。抽出にあたり、筆者の他 2名による意見を取り入れながら、類
似する構図の写真を除外した。 
評価グリッド法から抽出された 15 形容詞対(表  3-9)に関する評価得点に対し、主成分分析を行い、







各写真の評価(好き-嫌い)と因子得点の関係から、3 因子と評価項目群の対応をみた(表  3-11)。

































表  3-10 主成分分析の因子構造 
第１因子 第２因子 第３因子
温かみのある 0.973 -0.301 0.215
田舎な 0.961 0.130 -0.134
伝統的な 0.906 -0.020 0.034
ほっとする 0.878 -0.164 0.283
緑の多い 0.839 0.185 -0.121
自然な※ 0.760 0.242 0.132
開放的な 0.733 0.165 -0.066
地味な 0.543 0.418 0.047
にぎやかな 0.169 -0.901 -0.070
人の気配がある -0.422 -0.701 0.121
低密な 0.524 0.632 -0.094
統一感のある 0.144 -0.138 0.864
すっきりした -0.159 0.489 0.726
単調な -0.160 0.565 0.690
しっくりしている 0.580 -0.136 0.596
固有値 9.10 5.61 5.59
寄与率 66.50 10.59 8.50
　　　※「人工的な」と対  
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1 3.86 -1.79 -1.57 -0.91
2 2.54 -0.10 -0.83 1.25
3 3.43 -0.88 -0.42 -0.91
4 2.29 1.18 0.35 0.18
5 3.89 -1.50 -0.87 -1.06
6 3.11 0.44 0.10 -1.11
7 3.28 -0.46 1.08 -0.01
9 2.69 0.09 0.52 0.76
10 2.19 1.43 -0.71 -0.73
12 4.08 -1.90 -1.39 -1.49
14 2.78 0.78 0.58 0.15
16 4.00 -0.92 1.17 -1.49
17 2.64 0.57 1.18 0.81
18 2.75 0.37 0.62 0.76
19 3.72 -1.29 -1.21 -1.16
21 2.42 0.22 -0.56 1.21
23 3.33 0.19 1.16 0.08
24 2.89 -0.03 0.77 1.06
25 2.36 0.70 1.17 0.53
26 1.78 1.56 -0.08 1.66
27 2.42 0.92 0.25 -0.83
28 2.75 0.83 0.99 -0.01
30 3.47 -1.17 -2.26 -0.89
33 2.78 -0.16 0.56 1.40
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11)讃井純一郎·乾正雄(1986)「レパートリー･グリッド発展手法による住環境評価構造の抽出：認知
















































































































農地が存在している 4 地区を選定した(表  4-1、表  4-2)(1)。なお対象地区の境界の決定に当たって
は、町丁目界を参考にした。 
 対象地区における 1975 年から 2001 年までの期間での農地面積の推移(表  4-2)をみると、市街化






表  4-1 調査対象地区の特徴 





宮之川原 112.9  13.5 （12.0%） 市街化区域
※2   かつては多くの農地が存在。小中規模の宅地開発などで農地が減少。農地規模は小さい。 

















※1 面積単位は ha で 2001 年時点の値 ※2 第一種および第二種中高層住専
高槻市













表  4-2 地区別農地面積合計の推移 
 宮之川原 西之川原 郡家・氷室 三島江 
1975 年 40.3(1.00) 47.5(1.00) 50.9(1.00) 72.0(1.00)
1987 年 26.3(0.65) 46.8(0.98) 43.7(0.86) 67.0(0.93)
1995 年 18.8(0.47) 45.9(0.97) 42.7(0.84) 61.3(0.85)
2001 年 13.5(0.34) 42.5(0.89) 35.2(0.69) 57.8(0.80)
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1) 宮之川原地区 
 
図  4-2 宮之川原地区 
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2) 西之川原地区 
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3) 郡家・氷室地区 
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4) 三島江地区 
 
図  4-5 三島江地区 




エッジラインの抽出には、「数値地図 5000(土地利用)近畿圏 2001 年4)」および、1975 年、1987 年、




数値地図を使用し、対象地区における 2001 年時点での農地分布の把握と、ArcGIS9.0 による農地















(図  4-7)。2001 年時点における農地分布と 1975 年、1987 年、1995 年の農地分布をそれぞれ比較し
ながら、①1975 年以前に発生したエッジライン、②1975 年から 1987 年の間に発生したエッジライ
ン、③1987 年から 1995 年の間に発生したエッジライン、④1995 年から 2001 年の間に発生したエッ
ジラインの 4つに分割し集計した。 
さらに旧集落地区に位置する農地のエッジラインを特定した。旧集落地区の抽出には、参謀本部
陸軍測量局作成の二万分の一仮製地形図5)(対象地区は明治 18年から明治 22年に作成)を用いた(5)。 
形成年代別のエッジライン構成比(P(t)i)の算出にあたっては、以下の式を用いた。 
 








                (2) 
 
ここに、 
           e(t)ij:形成年代別のエッジライン長さ 
      i:形成時期(i=1,2,3･･･,n)  

















                  (3) 
 
ここに、 
  eij:エッジライン長さ 
       i:隣接土地利用種別(i=1,2,3･･･,n) 
           j:同一隣接土地利用の出現順(j=1,2,3･･･,n) 
















                 (4) 
 
ここに、 
   e(v)ij:エッジライン長さ(視点場) 
          i:視点場としての機能の有無(i=0,1) 



































































































図  4-6 エッジライン分析で用いる数式 























      
その他は1975年
以前のエッジライン  
図  4-7 エッジラインの年代別分割の手順 
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4.4. エッジライン分析による農地と他土地利用とで構成される景観の特性把握の有効性 
4.4.1. 農地周長の推移と農地面積との関係 
 1975 年から 2001 年までの地区別の農地周長合計と農地面積合計の関係を図  4-8 に示す。市街化







地面積の平方根に対する農地周長の比であり、正円の場合に最小値の 2(2πr / sqr(πr2)|r:半径)




































図  4-8 地区別の農地面積合計と農地周長合計の推移 

























宮乃川原 西乃川原 郡家・氷室 三島江
 
図  4-9 形状指数(農地面積の平方根に対する農地周長比)の推移 
 






形成年代の違いにより分割したエッジライン長さの集計結果を図  4-10 に示す。1975 年以前に形
成されたエッジラインが多くを占めており、2001 年時点の景観構成要素として存在する農地隣土地
利用の 5割近くが、1975 年時点で既に形成されている。さらに、1975 年以前に形成されたエッジラ
インの中には、旧集落地区のものが 1割前後含まれており、農地と旧集落の建物で構成される景観
が存在している。また表  4-2 に示したように、三島江地区と西之川原地区では農地面積の減少が比


























































宮之川原 西之川原 郡家・氷室 三島江
1975年～1987年 1987年～1995年 1995年～2001年
 
図  4-11  2001 年のエッジライン全長に対する、1975 年以降のエッジラインの一年当りの形成長さの割合 
 
表  4-3 新たに形成されるエッジラインの一本あたりの長さ 
 宮之川原 西之川原 郡家・氷室 三島江 
1975 年-1987 年 62.8m 34.6m 59.2m 72.4m 
1987 年-1995 年 51.3m 76.2m 64.6m 79.8m 
1995 年-2001 年 38.1m 65.2m 60.9m 85.4m 
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本当りの平均形成長さ（表  4-3)をみると、1975 年から 1987 年の間に形成された一本当たりの形成























※ 1 ※ 2 ※ 3











































6 6 .8 4.5 0 .9 0 .9 7.2 3 .1
5.8 5.7 5.0 0 .1
5 4 .1 0 .5 0 .4 0 .4 0 .2 0 .5
5.2 10.2 2 4 .4 4.1
5 5 .3 4.9
3 .6 0 .3 0 .4 2 .0 1 .3






3 .3 0 .8
9 .3 9 .7 6.1 0 .4 0 .2
数字は%  
図  4-12 隣接土地利用別のエッジライン長さ合計が地区別エッジライン長さ合計に占める比率 































図  4-13 視点場となるエッジラインの長さの比率 
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4.4.5. エッジラインの特性からみる地区別の景観特性のまとめ 
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4.5. エッジライン分析による個々の農地の景観特性把握とその活用の可能性 





















 隣接土地利用構成による農地類型の特徴を表  4-4、類型別の平均隣接土地利用構成を図  4-15、類
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3) 隣接土地利用別類型と農地面積の関係 






表  4-4 隣接土地利用構成による農地類型の特徴 
類型 名称 農地数 (構成比) 隣接土地利用の特徴 
農地 
規模 
類型 1 住宅地型 44 （42.3%） 住宅地が 85.7%を占める。 




類型 3 住宅地―自然型 16 (15.4%)
住宅地とともに、河川や樹林
などの自然要素が並存 規 模 は 様 々  




































































図  4-15 隣接土地利用構成による類型別の平均隣接土地利用構成比 
 
 
表  4-5 農地規模別の隣接土地利用構成による類型化農地数 















類型 1 住宅地型 21 13 2 2 1 5 
類型 2 住宅地-人工物型 16 5 5 6 0 2 
類型 3 住宅地-自然型 2 7 1 0 3 3 
類型 4 工業系-荒地型 2 1 0 2 3 2 
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4.5.2. 地区別の類型構成の特徴 




































図  4-16 地区別の類型農地数 
 










図  4-17 市街化区域内の視点場となるエッジライン分布 
 
図  4-18 住宅に囲まれた農地 (宮之川原地区) 
 






は、農地が発揮する開放性を十分に享受する場所が無いことがわかる(図  4-17,図  4-18)。 




















































図  4-19 工場・流通業務施設の敷地面積とエッジライン長さの関係 
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図  4-20 市街化調整区域の農用地区域内の工業系エッジライン分布 
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図  4-21 大規模建造物に隣接する農地(三島江地区) 
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【補注】 
(1)郡家•氷室地区は、それぞれ単独では他地区と規模に差があるため、近くに位置して空間的特徴



















析｣ランドスケープ研究 Vol.63 No.5, pp775-778 
2)渡辺貴史•鈴木勉•横張真(2006)｢市街地との混合度から見た緑地の適正配置パターンの分析｣都市
計画論文集 Vol.41,No.1 pp8-14 
3)吉田直樹•北詰恵一(2005)｢緑地の集塊性と人のアクセシビリティによる都市緑地空間分析｣都市
計画論文集 No.40-3, pp115-120 
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5. 大都市圏周縁部における農地と他土地利用とで構成される景観の特性把握 




















































分境界から 500m の範囲を対象とした。 
 
 
図  5-1 調査対象地域 


















図  5-2 法規制別のエッジライン構成比(%)(4) 





対象農地が含まれる 81 メッシュ毎に、｢その他｣を除く 21 指標(図  5-2)の構成比に対して主成分分
析を行い、固有値が 1.0 以上である第 8 主成分までを抽出した。なお累積寄与率は 64.8%となり十分
に説明力を持つと判断した。その後、各メッシュの主成分得点を用いてクラスター分析(Ward 法)を行







市北部に 6 メッシュ、医療福祉施設等の比率が高い｢福祉・流通型｣が 2 メッシュのみ存在している。 
  
表  5-1 隣接土地利用構成による地域類型 
名称 メッシュ数 構成比 隣接土地利用上位 5 用途 
1.既存市街地型 30 37.0% 戸建個別 26.6%、山林 13.5%、戸建計画 11.5%、河川 8.5%、道路 4.8% 
2.新市街地型 17 21.0% 戸建計画 38.3%、戸建個別 15.0%、集合住宅 11.1%、一般駐車場 9.8%、工業 4.0% 
3.工業・流通型 17 21.0% 戸建個別 12.8%、道路 8.3%、流通 8.0%、 工業 7.9%、小規模樹林 7.3% 
4.福祉・流通型 2 2.5% 流通 18.3%、鉄道 11.1%、空地 10.3%、道路 10.2%、医療福祉施設 9.1% 
5.空地・鉄道型 9 11.1% 空地 31.0%、戸建個別 15.8%、戸建計画 10.7%、鉄道 9.1%、商店・サービス 6.2% 
6.自然型 6 7.4% 山林 78.4%、土手 11.5%、工業 5.0%、 一般駐車場 1.3%、河川 0.9% 
 
 
図  5-3 隣接土地利用構成による地域類型の分布 




そのために、 5.3.2 の標準 3 次メッシュ単位での隣接土地利用構成比を基にした類型を参考に、区域
区分境界や用途地域などの条件を加味して、対象地域を｢茨木西部｣｢南部｣｢高槻東部｣｢北部｣の 4地区
に区分した(図  5-4,図  5-5)(5)。 





図  5-4 研究対象地区の位置 
131.1
0 100 200 300ha
284.8























図  5-5 対象地区の農地面積および周長長さとの関係 
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 ｢南部｣地区は両市南部に位置する。穴抜き状の市街化調整区域では、多くが農振農用地区域指定さ
れ、平均農地面積が 2.38ha と最も大きく、大都市圏の中では貴重な自然環境を有している。しかし












えていると考えられる。そこで 4.4.1 で高槻市の 4 地区を事例に実験的に分析を行った際に用いた、
農地の形状の複雑さを示す指標である形状指数を算出することで、その形状の複雑化が景観へ与える
影響を考察する。地区別および法規制別の平均値を表  5-2 に示す。なお土地利用が連坦する農地を一
単位として扱っているため、一つの農地に対して異なる法規制が並存する場合がある。そのため表 
 5-2 に示す 5区分のうち、面積が最大のものを、該当農地の法的位置付けとみなした。 
 対象とした区域区分境界線付近の農地の形状指数の平均値は 5.40 であり、4地区それぞれの平均値
には大きな差はない。一方で農地の法規制別に算出した平均値には以下のような違いがみられた。 
市街化区域内では、4 地区とも生産緑地の形状指数が宅地化農地のそれより高くなっている。特に










表  5-2 地区および法規制別の形状指数の平均値(括弧内は農地の数) 
市街化区域 市街化調整区域 











茨木西部(N=152) 5.76( 30)  4.82( 51) 6.51(  3) 5.03( 32) 6.81( 36) 5.55(152) 
南部(N=213) 5.35( 37)  5.16( 71) (  0) 5.41( 68) 6.39( 37) 5.49(213) 
高槻東部(N=160) 4.98( 38)  4.86( 39) 4.51(  2) 5.93( 78) 7.27(  3) 5.45(160) 
北部(N=406) 5.17(127)  4.86(141) 5.02( 32) 5.97( 97) 7.18(  9) 5.28(406) 
総計(N=931) 5.24(232)  4.92(302) 5.11( 37) 5.71(275) 6.68( 85) 5.40(931) 
 























図  5-6 法規制別の農地面積と形状指数の関係 
 




























形状指数と実際の農地の形状との関係をみるために、形状指数の上位 10 農地および下位 10 農地の





農振農用地区域の例として、南部地区の形状指数上位 4番目の農地の様子を図  5-8 に示す。該当す
る農地周囲では、特に農地西側の幹線道路に沿って、農地転用による工場や流通施設等が多く立地し
ており、形状複雑化の要因となっている。また西側以外でも、小規模であるものの農家住宅等による
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農地の蚕食が多くみられ、これも複雑化に影響している。また農振白地区域の例として、北部地区の
形状指数上位 7番目の農地の様子を図  5-9 に示す。該当する農地の中央が住宅地としてまとまって転
用されており、さらに農地東側の一部では小規模戸建て住宅地開発が発生しており、これらを要因と
なり農地形状が複雑化している。 








表  5-3 形状指数の上位 10 農地の特徴 
形状指数 農地面積 (㎡) 
エッジライン 
長さ合計(m) 順位 地区 法的位置付け
B/√A A B 
1 茨木西部 農振農用地 16.76 25,779.2 2,691.0  
2 高槻東部 農振白地 14.22 257,592.9 7,218.9  
3 高槻東部 農振白地 12.35 208,984.1 5,647.6  
4 南部 農振農用地 12.23 302,585.3 6,726.6  
5 北部 農振白地 11.68 101,265.2 3,716.3  
6 高槻東部 農振農用地 11.63 194,116.2 5,124.0  
7 北部 農振白地 11.56 68,305.4 3,022.3  
8 北部 農振白地 11.55 179,371.6 4,891.3  
9 茨木西部 農振農用地 11.48 85,180.4 3,349.9  
10 茨木西部 農振農用地 11.43 102,944.0 3,668.5  
 
 
表  5-4 形状指数の下位 10 農地の特徴 
形状指数 農地面積 (㎡) 
エッジライン 
長さ合計(m) 順位 地区 法的位置付け
B/√A A B 
1 茨木西部 生産緑地 3.82 1,119.5 127.9  
2 高槻東部 農振白地 3.86 270.7 63.5  
3 北部 農振白地 3.87 332.6 70.5  
4 北部 農振白地 3.89 492.2 86.3  
5 北部 宅地化農地 3.89 613.9 96.5  
6 南部 生産緑地 3.90 1,072.0 127.6  
7 北部 生産緑地 3.91 631.1 98.2  
8 南部 生産緑地 3.91 1,076.9 128.4  
9 茨木西部 農振農用地 3.92 428.0 81.1  
10 南部 宅地化農地 3.93 377.3 76.4  
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図  5-8 形状指数が高い農振農用地区域の農地の例 
 
 
図  5-9 形状指数が高い農振白地区域の農地の例 





























       i:隣接土地利用種別(i=1,2,3･･･,n) 







 多様性指数を具体的に示すと、農地に隣接する土地利用が 1種類の場合、多様性指数は最低の 0と


































図  5-10 Simpson の多様性指数 D 
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ⅱ)多様性指数と農地の環境の特徴の関係 
 地区別および法規制別の多様性指数の平均値を表  5-5 に示す。対象とした 4地区の多様性指数の平
均は0.592である。南部地区で0.668と最も高く、農地に様々な土地利用がばらばらに隣接している。
一方、北部地区は 0.539 と最低で、農地に隣接する土地利用の構成は単調である。 
 農地面積との関係をみると、農地面積が大きくなるにつれ多様性指数も高くなる傾向にある(図 
 5-11)。これは農地規模が大きくなることで、必然的に隣接する敷地数も増大することが原因となっ
ている。一方でおよそ 100,000 ㎡以下の低規模農地になると、同じ規模であっても多様性指数にもば 
 
 
表  5-5 地区および法規制別の多様性指数の平均値(括弧内は農地の数) 
市街化区域 市街化調整区域 











茨木西部(N=152) 0.697( 30)  0.639( 51) 0.468(  3) 0.491( 32) 0.710( 36) 0.633(152) 
南部(N=213) 0.664( 37)  0.661( 71)  ( 0) 0.619( 68) 0.778( 37) 0.668(213)  
高槻東部(N=160) 0.654( 38)  0.530( 39) 0.507( 2) 0.580( 78) 0.722(  3) 0.587(160) 
北部(N=406) 0.600(127)  0.500(141) 0.360( 32) 0.559( 97) 0.717(  9) 0.539(406) 












































図  5-12 市街化区域内の法規制別の農地面積と多様性指数との関係 
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らつきが見られ、農地と他土地利用とで構成される景観の印象も異なると考えられる。 
 市街化区域では、南部地区では生産緑地と宅地化農地とで大きな差がないものの、他 3地区では生











多様性指数と農地景観との関係を、実際の隣接土地利用の状況から考察する(図  5-13、図  5-14)。 
図  5-13 に示す農地は面積が 4,526.6 ㎡で、市街化区域内に位置する宅地化農地である。一方、図 
 5-14 に示す農地は面積が 4,499.9 ㎡で、図  5-13 と同様に市街化区域に位置し、また農地面積の約 7
割が生産緑地地区に指定されている。両方ともほぼ同等の規模であるが、多様性指数は図  5-13 の農
地が 0.818、図  5-14 の農地が 0.402 と差がある。 
隣接土地利用の特徴をみると、図  5-14 の農地は、農地北側の約半分が｢戸建計画開発｣と隣接して
いることからもわかるように、隣接土地利用構成は比較的単純である。一方で多様性指数の高い図 
 5-13の農地は、住宅地に隣接するエッジラインを分割するように、駐車場や社寺などが隣接しており、
隣接土地利用の構成が図  5-14 の農地に比べ複雑であることがわかる。農地と他土地利用とで構成さ
れる景観を考える場合、どちらも住宅地に隣接する割合が最も多いため、農地の背後に住宅が存在す
る景観がこれらの農地の特徴であるといえる。しかし多様性指数の違いからみると、図  5-13 の農地 
 
 
図  5-13 多様性指数が高い農地の例 
 
 
 - 133 -
 















図  5-2 に示す土地利用項目から、｢その他｣を除いた 21 指標に対して主成分分析を行い、固有値が
1.0以上の第11主成分までを抽出した。なお累積寄与率は62.0%となり十分説明力を持つと判断した。
次いで各農地の主成分得点を用いてクラスター分析(Ward 法)を行い、10 のグループに分類した。類









表  5-6 農地隣接土地利用構成による農地景観類型 
類型名 構成数 構成比 農地に隣接する土地利用の特徴 
新市街地 234 25.2% 全体の 25.1%を占め、戸建開発住宅地や集合住宅が過半数。一般駐車場も多い。
公共施設・市街地 53 5.7% 主に市街地と公共施設に隣接。 
既存市街地 260 28.0% 全体の 27.9%を占める最多の類型。既存市街地や戸建個別開発が隣接。 
既存市街地・樹林 42 4.5% 小中規模の樹林が大半。 
鉄道沿い市街地 38 4.1% 周囲長の 29.2%が鉄道と隣接。 
土手沿い市街地 74 8.0% 周囲長の 23.5%が土手と隣接。 
道路沿い商店・工業 84 9.1% 道路、商店や工業系施設に多く隣接。 
福祉施設・資材 21 2.3% 福祉施設および資材置き場に隣接。 
流通業務 66 7.1% 流通施設や業務用駐車場などに隣接。 
山林 56 6.0% 周囲長の 69.5%が山林に隣接。 
 
 
図  5-15 農地景観類型における各類型の平均隣接土地利用構成比および類型別平均農地面積 
 

























図  5-16 法規制別の農地景観類型構成数 
 













ジラインの長さを乗じることで、隣接土地利用により形成される立面積(ESij)を算出した(図  5-17)(6)。 




             i:隣接土地利用種別(i=1,2,3･･･,n) 














             i:隣接土地利用種別(i=1,2,3･･･,n) 










                    (9) 
ここに、 
S:農地面積 
               i:隣接土地利用種別(i=1,2,3･･･,n) 





































図  5-17 隣接土地利用により形成される立面積の計算方法
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                 (10) 
ここに、 
eij:エッジライン長さ 
             i:隣接土地利用種別(i=1,2,3･･･,n) 









っているが、市街化区域内の｢福祉施設・資材｣では 68.0％と高くなっている。平均立面高さ(図  5-17)
が 4m 以上と高く、一施設あたりの規模が大きい点で農地景観に影響を与えていると考えられる。一
方で、市街化調整区域内の｢福祉施設・資材｣については、農地規模が大きいこともあり、農地面積に














































図  5-18 景観類型別の隣接建物平均高さと農地面積に対する立面積比 
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5.5. 2001 年以降の農地土地利用変化に伴う景観への影響 
農地と他土地利用とで構成される景観は、農地の一部分が他土地利用へと変化する際に、新たなエ





5.5.1. 2001 年以降の農地の土地利用変化に伴う景観変化の分析方法 
2.6 では大阪府北部地域に位置する池田市、箕面市、茨木市、高槻市における 2001 年以降の農地の
土地利用変化の特徴を明らかにした。本節ではこれらの 4都市から、本章で分析対象としている茨木











図  5-19 2001 年以降の農地の他土地利用への変化(変化面積および件数) 
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5.5.2. 2001 年以降の農地の他土地利用への変化の特徴 
2001 年以降 2007 年までに発生した農地の他土地利用への変化の特徴を図  5-19 に示す。対象地域 





店、医療福祉施設が多い傾向にある。なお計画的な戸建て開発は市街化区域で平均 1,067.2 ㎡(42 ヶ






















































図  5-20 農地の変化に伴い発生したエッジラインの長さと立面積 





るため、土地利用変化の発生した 276 ヶ所で、立面積の値に関して上位 10 ヶ所を抽出した(表  5-7)。 
立面積が最大であるのは南部地区における流通施設の建設に伴うものであり、11,607.2 ㎡の立面が
新たに発生している(図  5-21,図  5-22)。農用地区域のまとまりのある農地をくり貫くように 7 階建
ての施設が建設され、施設の東西南北 4方向に新たなエッジラインが発生しており、周囲の農地景観
に大きな影響を与えている。また施設建設以前は、施設南側の市街地から北に広がる農地を見ること
ができたが、建設後は巨大な立面が発生することで、それが不可能となっている(図  5-21)。 
また立面積に関して上位 10 ヶ所のうち、6ヶ所を医療福祉施設が占めており、全てが市街化調整区





表  5-7 新たに発生した立面積上位 10 件の特徴 
順位 地区 法的位置付 変化後用途 階数 立面積(㎡) 農地変化面積(㎡) 
1 南部 農用地区域 流通施設・倉庫 7 11,607.2 5,986.6( 4) 
2 南部 農振白地 福祉・養護施設 5 4,589.5 6,567.0( 3) 
3 北部 農振白地 福祉・養護施設 4 3,540.6 4,167.3( 5) 
4 高槻東部 農振白地 福祉・養護施設 4 2,307.1 6,607.3( 2） 
5 南部 農用地区域 福祉・養護施設 4 1,882.0 2538.9(15) 
6 南部 農用地区域 福祉・養護施設 3 1,650.5 3,084.2( 9) 
7 高槻東部 農振白地 商店・サービス 3 1,489.7 908.3(104) 
8 北部 宅地化農地 住宅(戸建開発) 2 1,487.2 1,438.5(53) 
9 北部 農振白地 福祉・養護施設 4 1,324.8 1,860.1(27) 
10 南部 宅地化農地 集合住宅 3 1,294.3 1,569.4(44) 
農地変化面積欄の括弧内の数字は、農地変化面積の順位 



















































































図  5-21 発生した立面が最大となった流通施設周辺 
 
 
図  5-22 発生した立面が最大となった流通施設 
 
 



















































 第 4 章および本章では、エッジライン分析の開発および有効性の検証、そして大阪府北部地域の農
地に適用することで、農地と他土地利用とで構成される景観の特性の把握を行った。本節ではこれら
















































表  5-8 エッジライン分析の特性・検討すべき課題 






















































































































1)国土地理院(2006)『数値地図 5000(土地利用)近畿圏 2001 年』 
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6. 居住者アンケート調査に基づく農地と他土地利用とで構成される景観についての評価 



































本項では 2.6 で作成した農地の存在形態に基づく、標準 4次メッシュの類型をもとにアンケート
調査対象地区を選定する。 
農地の存在形態に基づいた 10 類型の中から、まとまりのある農地と市街地が並存する類型 1、小
規模農地が市街地に混在する類型 2、10 類型の中で平均的特徴を有する類型 4、大半が農地で構成
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調査対象とする 5地区において、住宅 200 件を抽出し、一戸につき調査票を一票配布した。その
際、農地に隣接する住宅の居住者の意見を収集するため、200 票のうち 50 票を農地に隣接する住宅
に配布した。なお調査票の配布にあたっては、集合住宅が一部散見される牧落地区を除いては、戸
建て住宅が主な住宅形式となっているという状況を踏まえ、戸建て住宅のみを配布対象とした。 
調査票の配布は平成 17 年 12 月 10 日～12 日に、抽出した住宅の郵便受けに投函した。一週間の
留め置き後、郵便により回収を行った。配布全 1,000 票に対し、有効回答 236 票(有効回答率 23.6%)





































図  6-1 アンケート調査対象地区の位置 
 
表  6-1 アンケート調査表の配布状況 
地区名 配布数 回収数 回収率 有効回答数 
西之川原 200 49 24.5% 49 
郡家 200 53 26.5% 53 
間谷 200 50 25.0% 50 
坊島 200 55 27.5% 55 
牧落 200 32 16.0% 32 
合計 1,000 239 23.9% 236 







表  6-2 アンケート調査表の内容 
テーマ 質問詳細 
 1.1 居住歴、前住地 
 1.2 居住に至ったいきさつ 1.現在の住宅について 
 1.3 居住地選定の際に考慮して環境要素 
 2.1 現在の農業や農家との関わり方 
 2.2 自宅近くに農地が存在することで、良いと思う点2.農業および農地との関わりについて 
 2.3 自宅近くに農地が存在していることで、困る点 
 3.1 地域内の｢お気に入りの景色｣ 
 3.2 地域で自然を感じる場所 3.地域の景観について 
 3.3 印象の強い景観構成要素 
 4.1 住宅地近くの農地の将来意向 4.農地の将来について 
 4.2 市民農園の利用意向 
 5.1 周辺環境評価 
 5.2 将来の居住意向 5.居住環境評価および定住意向について
 5.3 転居希望先 
 6.1 性別、年齢、職業 6.回答者属性 
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6.3. アンケート調査対象地区の特徴 
 本節ではアンケート調査対象地区として選定した 5 地区の土地利用や景観などを整理する。表 
 6-3 に各地区の特徴を整理する。 
 





1 西之川原 (類型 5) 高槻市 0.253 
地区西側の市街化調整区域に存在する、まとまりのある農地に隣接。
市街化区域内は小中規模農地が市街地に混在。 
2 郡家 (類型 4) 高槻市 0.217 
隣接する穴あき上の市街化調整区域に小中規模の農地が存在。市街化
区域内は小中規模農地が市街地に混在。 
3 間谷 (類型 9) 箕面市 0.155 
山麓の谷沿いに位置するため、小中規模の農地が多い。地区西側の市
街化調整区域では農地がまとまって存在。 
















 区域区分境界からおよそ 250m の距離に位置する住宅地を選定した。旧集落地区は除いた。 
■地区の特徴 
ⅰ)位置 
 高槻市北部の区域区分境界沿いに位置する。最寄り鉄道駅からの距離は約 2km。 
ⅱ)地形 
 調査対象地区は平坦な地形である。地区から 1km 程の距離に北摂山系の山が存在する。 
ⅲ)住宅地の様子 






地が中心で、それらの多く生産緑地地区に指定されている（図  6-2）。 
 
 
図  6-2 西之川原地区 
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図  6-3 郡家地区 















































図  6-5 坊島地区 






















図  6-6 牧落地区 
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6.3.2. アンケート対象地区におけるエッジライン分析による景観構造の分析 
本節ではアンケート調査対象地区およびその周辺における、農地と他の土地利用で構成される景
観の特徴を把握するために、第 4章および第 5章で用いたエッジライン分析を用いる。 
1) 分析の方法 





















69.1% 4.2% 0.9% 0.8% 9.4% 0.6% 2.1%
5.4% 4.6%
2.8%
45.1% 0.6% 0.5% 0.5% 0.7% 0.6% 6.4% 12.0% 28.8% 4.8%
75.4%
3.2%
8.1% 4.0% 0.5% 4.7% 0.8% 3.4%
49.7% 7.0% 6.0% 0.8% 2.3%
3.0% 7.6% 10.4% 0.6% 10.1% 2.6%
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図  6-7 アンケート対象地区から 500m 圏内に位置する農地の隣接土地利用別エッジライン構成比(地区別平均) 

































図  6-8 回答者の性別の比率(%) 
 
2) 年齢層 
回答者の年齢平均年齢は男性が 63.8 歳、女性が 53.4 歳である。 














































４０歳未満 ４０代 ５０代 ６０代 ７０歳以上
 
図  6-9 回答者の年齢層の比率(%) 
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3) 職業 
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2.0
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14.3 6.1 46.9 10.2 22.4
16.7 7.4 48.1 9.3 18.5
21.9 9.4 25.0 3.1 37.5
19.2 6.0 34.6 8.5 0.4 30.3
 


















































１０年未満 １０年以上２０年未満 ２０年以上３０年未満 ３０年以上４０年未満 ４０年以上
 
図  6-11 居住年数別の回答者比率(%) 
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2) 前住地 
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図  6-12 前住地別の回答者比率(%) 
 
3) 現在の住居への居住いきさつ 








































親の代から住んでいる 仕事や学校の都合 持ち家や広い家に住むために 結婚や独立を契機に その他
 
図  6-13 居住のいきさつ別の回答者比率(%) 
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6.4.3. 居住環境評価および将来居住意向 











































他の 4地区では地区周辺に存在する市民農園が 0又は 1ヵ所であるのに対し、西之川原地区では隣
接する市街化調整区域内(半径約 1km 以内)に 5ヵ所以上も存在しており、このことが対象地区での
利用者の多さに影響していると考えられる。 
 さらに図  6-15 の結果により、回答者を農業および農家との関わり方の違いにより分類した。表 
 6-4 に示すように｢市民農園など｢農｣に直接関わっている人｣、｢青空市場で購入したり野菜をもらう











39.6 22.9 29.2 10.4 6.3
2.1
10.4 27.1
22.4 36.7 10.2 6.1 8.2 38.8
46.9 26.5 8.2 4.1 4.1 6.1 32.7
24.1 33.3 5.6
1.9
3.7 3.7 9.3 44.4




































































































































図  6-15 農業および農家との関わりの有無の回答比率(単位%,複数回答) 
 





























図  6-16 農業および農家とのかかわりによる分類(地区別構成) 
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6.5.2. 自宅周辺で自然を感じる場所 
農地が地域の自然環境として、どのように認識されているのかを把握するために、｢自宅周辺で自













82.6 58.7 50.0 41.3 71.7 30.4 32.6
10.9 10.9 10.9 13.0 6.5 4.3 2.2
66.7 33.3 46.7 51.1 57.8 55.6 35.6 40.0
15.6 8.9 11.1 8.9 11.1 6.7




87.0 60.9 56.5 52.2 28.3 26.1 21.7 26.1



































































































































図  6-17 自宅周辺で自然を感じる場所(複数回答、数字は地区別回答者に対する割合(%)) 
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図  6-18 農地近傍を視点場とする景観ベクトルの比率(%) 








    
図  6-19 西之川原地区のお気に入りの景色 
 
図  6-20 西之川原地区の景観ベクトルの分布 
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対する景観ベクトルは無い。 6.5.2 の図  6-17 では｢住宅地の中に残っている田や畑｣も自然を感じる
要素として認識されていることから、西側のまとまりのある農地と比べて個々の農地の印象が弱く、
個々の農地の場所を特定するまでに至らなかったことが予想される。 














    
図  6-21 郡家地区のお気に入りの景色 
 
図  6-22 郡家地区の景観ベクトルの分布 


















    
図  6-23 間谷地区のお気に入りの景色 
 
 
図  6-24 間谷地区の景観ベクトルの分布 
 





    
図  6-25 棒島地区のお気に入りの景色 
 
図  6-26 坊島地区の景観ベクトルの分布 





集中しており(図  6-26)、市街地に近接する農地が開放性の提供という点で重要であることがわかる。 
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ⅴ)牧落地区 
小規模農地が大半の牧落地区では、農地近傍を視点場とする景色は 1 つで、農地近傍以外を視点









    
図  6-27 牧落地区の景観ベクトルの分布 
 
図  6-28 牧落地区の景観ベクトルの分布 
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3) 居住者のお気に入りの景色の分析まとめ 






















































































































































図  6-29 農地近傍およびそれ以外を 
    視点場とする際の視対象 















本節では、農地に関係する景観の分析を目的としているため、 6.5.3 で扱った 297 の景観ベクト
ルの中から「農地近傍を視点場とするもの｣または「農地近傍以外を視点場とし、農地を視対象とす
るもの｣という条件に該当する 108 の景観ベクトルを分析対象とした。これはアンケート調査結果に
よる全 297 の景観ベクトルの 36.4％に相当する。 
この108の景観ベクトルの中には、異なる回答者が重複回答した景観ベクトルが15存在している。
様々な定量的分析をする上で、重複する景観ベクトルをそれぞれ集計することは不適当であると判
断し、重複する景観ベクトルは 1つの景観ベクトルに代表させた。重複を除いた 93 の景観ベクトル
の内訳を図  6-30 に示す。農地を視対象とする景観ベクトルが 47、農地以外を視対象とするが農地
近傍を視点場としている景観ベクトルが 46 存在している。 
 
2) 分析の方法 
 ｢お気に入りの景色｣のエッジラインによる分析は以下に示す手順で行う(図  6-31)。 





















12 8 3 2 1
7 4 3 1
9 2 1
















図  6-30 エッジライン分析の対象とした景観ベクトルと視対象の関係 
























図  6-31 「お気に入り景色｣のエッジライン分析の手順 








視農地面積の算出を行った(図  6-32)。 
 西之川原地区では平均可視農地面積が 39,712.2 ㎡と最大である。これは 6.5.3 で言及した、市街
化区域の住宅地に隣接する、市街化調整区域のまとまりのある農地近傍に集中する景観ベクトルに
よるものである。可視農地面積の大きさにより、提供される開放性の大きさが生まれ、評価に繋が
っていると考えられる(図  6-20)。 
 一方、郡家地区、間谷地区、坊島地区は、それぞれ平均可視農地面積が 17,958.9 ㎡、13,788.3
㎡、14,769.6 ㎡と小さく、西之川原地区に比べて農地による景観の開放性は低くなっている。しか
し、3地区とも図  6-32 に示すように、可視農地面積の小さな景観だけでなく、可視農地面積の大き
い景観ベクトルも並存している。特に坊島地区では、対象地区中央に存在するまとまりのある農地
近傍を視点場とする景観ベクトルの可視農地面積が大きくなっている(図  6-26)。 
 牧落地区は可視農地面積の平均が 23,601.4 ㎡と広いものの、その 6つの景観ベクトルの内、4つ
























図  6-32 ｢お気に入りの景色｣の可視農地面積 
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4) 農地面積と可視農地面積の関係 
 次に農地形状の複雑化等により農地の全てが見えなくなっている実態を明らかにするために、農






て説明する。まとまりのある農地には、重複する 8つを除いた 20 の景観ベクトルが存在する。その
中で可視農地面積の比率が最大の｢お気に入りの景色｣は 65.6％である。一方で、最小の｢お気に入
りの景色｣はわずか 14.0％であり、可視農地面積は 13,281.5 ㎡と少なくなり、まとまりのある農地





































図  6-33 お気に入りの景色の農地面積と可視農地面積の関係 























































































図  6-35 農地面積に占める可視農地面積の比率が低い例 





可視農地面積を視対象別に集計した結果を図  6-36 に示す。農地を視対象とする景観ベクトルの
平均可視農地面積は 26,789.1 ㎡であり、山を視対象とする景観ベクトルの平均可視農地面積の
































図  6-36 お気に入りの景色の視対象別の可視農地面積 
 


































































































図  6-37 ｢お気に入りの景色｣における隣接土地利用別の可視エッジライン構成比の地区別平均 
 






める比率を算出した。併せて視対象との関係も分析した(図  6-38)(5)。 












○可視農地面積が 20,000 ㎡以上と大きい場合 






































図  6-38 お気に入りの景色における非 OS 系エッジライン比率と可視農地面積の関係 








 6)で算出した隣接土地利用別エッジラインの構成比を用い、｢その他｣を除く 11 種類の隣接土地利
用構成比に対して主成分分析を行い、固有値が 1以上の第 5主成分までを抽出した(表  6-5)。なお
それらの累積寄与率は 68.5％であり、十分な説明力を持つと判断した。 
 表  6-5 に示す因子負荷量の値から、抽出した各主成分をおおまかに解釈する。それぞれの主成分
の正方向の軸を説明すると、第 1主成分は｢住宅系用途｣、第 2主成分は｢駐車場・工業系用途｣、第
3主成分は｢未利用｣、第 4主成分は｢樹林・オープンスペース｣、第 5主成分は｢資材置き場等の粗放
用途｣をあらわしている。第 1主成分と第 2主成分および第 3主成分について、カテゴリースコアの
分布を図  6-39 に示す。 
 
表  6-5 隣接土地利用構成比の主成分分析における因子負荷量表 
隣接 
土地利用 
第 1 主成分 
住宅系用途 
第 2 主成分 
駐車場・工業系用途
第 3 主成分 
未利用 
第 4 主成分 
樹林・オープンス
ペース 
第 5 主成分 
資材置き場等の 
粗放用途 
住宅地 0.83 -0.21 -0.31 -0.31 0.09
公園 0.24 -0.06 0.07 0.03 -0.76
荒地 0.02 -0.06 0.78 0.30 -0.08
道路 -0.04 -0.08 0.34 0.69 0.20
樹林 0.04 -0.03 -0.12 0.83 -0.13
河川 -0.91 -0.20 -0.05 -0.25 0.07
駐車場 0.09 0.81 0.02 -0.10 0.10
資材置き場 0.21 -0.04 0.02 0.03 0.64
工場 -0.27 0.49 -0.29 0.18 -0.06
構造物 0.03 0.83 0.03 -0.07 -0.06

























































図  6-39 可視エッジライン構成比の主成分分析における第1主成分と第2及び第 3主成分のカテゴリースコア分布 




の 5つに分類した(表  6-6、図  6-40、図  6-41)。 




く隣接する 3 類型で全体の 96.7%を占めており、大都市圏周縁部では農地に住宅地が隣接する環境
でありながらも、｢お気に入りの景色｣として評価する景観が存在していることがわかる。 




表  6-6 可視エッジライン構成比による類型の特徴 
類型 名称 総数 構成比 特徴 
類型 1 住宅 59 63.4% 視点場から見える農地に隣接する土地利用のうち、住宅地が 79.2%と大半を占める。 
類型 2 住宅+工場・道路・樹林 8 8.6% 住宅地が 39.6％と最も多いが、工場、道路、樹林などの他要素が景観構成要素として存在している。 
類型 3 住宅+河川 23 24.7% 河川の隣接が 58.1%と多く、次いで住宅が景観構成要素として存在している。 
類型 4 公共施設+空地 2 2.2% 公共施設に隣接する割合が高い。 































































※1住宅や商店 ※2工場・流通業務施設等※3鉄塔等  
図  6-40 可視エッジライン構成による類型別の平均可視エッジライン構成比 
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類型 1 と同様の傾向がみられる。類型 2｢住宅+工場・道路・樹林｣ではエッジラインに樹林など｢お
気に入りの景色｣の視対象となりうる要素があるが、主に農地が視対象として認識されている。 
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ⅴ) 可視エッジライン構成比による類型と可視農地面積の関係 
可視エッジライン構成比による類型と、可視農地面積および視対象との関係を図  6-43 に示す。 
最多の 59 の｢お気に入りの景色｣が属する類型 1｢住宅｣の可視農地面積の分布をみると、可視農地










































図  6-43 可視エッジライン類型と可視農地面積の関係 






































































































































89.8 75.5 36.7 65.3 42.9 30.6 32.7 12.2 6.1 2.0
79.6 79.6 46.9 32.7 26.5 24.5 26.5 10.2 6.1
80.0 80.0 42.0 34.0 26.0 28.0 22.0 6.0
4.0
72.2 72.2 42.6 37.0 31.5 31.5 27.8 13.0
3.7 3.7




図  6-44 ｢自宅近くに農地があることの利点｣の回答率(%) 
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6.6.2. 自宅近くに農地が存在することによる欠点 





｢特になし｣と答えた回答者が 5～6割を示しており、 6.6.1 の利点と比べると、居住者に農地の存
在による欠点はあまり感じられていないことがわかる。 














8.2 16.3 12.2 12.2 16.3 8.2 12.2 55.1
10.2 6.1 8.2 10.2 10.2 4.1 4.1 61.2
16.7 14.6 33.3 18.8
2.1
10.4 8.3 50.0
32.7 21.8 9.1 10.9 5.5 5.5 23.6 41.8
10.0 16.7
3.3








































































図  6-45 自宅近くに農地があることの欠点 
 









する認識を分析する。 6.2.2 に示したように、各地区に配布した 200 件のうち 50 件を農地に隣接す



















































































































80.4 60.9 45.7 39.1 45.7 45.7 52.2 19.6 4.3







図  6-47 農地隣接居住者と非隣接居住者による自宅近く農地の利点に関する認識率の違い(%) 

























































































31.3 22.9 16.7 18.8 20.8 22.9 35.4




図  6-48 農地隣接居住者と非隣接居住者による自宅近く農地の欠点に関する認識率の違い(%) 
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6.7. 居住者の農地保全意向 
本節では居住者の地域の農地に対する保全意向を分析する。 










































































図  6-50 農業および農家との関わり方と保全意向の関係 
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6.8. まとめ 
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【補注】 
(1)10 類型のうち、残りの 5類型を除外した理由は以下の通りである。 


































































第 1章 大都市圏における市街地拡大に伴う農地の減少 
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7.2. 総括 
 ここでは、これまで論じてきた内容を総括し、大都市圏周縁部における農地保全および景観形成の
課題について考察する。表  7-1 に本研究で得られた知見を示す。 
 
7.2.1. 大都市圏における市街地拡大に伴う農地の減少 












 第 2 章では、大都市圏の農地の現状、および農地と他土地利用との関係を明らかにするために、年
代別の農地の他土地利用への変化の状況、農地の周辺土地利用の特徴を分析した。さらに人口増加が
停滞傾向にある大阪府北部地域における、近年の農地の他土地利用への変化の実態を明らかにした。 
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表  7-1 各章から得られた知見・考察 
章 研究内容[対象地域] 得られた知見・考察 
○農地の減少 
戦後の市街地拡大に伴い、農地が急速に減少。 




















































































































































































































図  7-1 エッジライン分析で用いた指標 




























































































































































































































図  7-2 エッジライン分析の活用イメージ 
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7.4. 今後の課題 
 最後に、本研究では十分に検討できなかった課題、今後に残された課題を述べる。なおエッジライ
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「農地のある地域での生活に関するアンケート調査」  
■現在の住宅についてお聞きします。                                       
1-1 あなたのご家族が現在の場所に住まれて、どれくらいたちますか？ 
〈○はひとつ〉 
   1. 先代からずっと    2. 引っ越してきて（   ）年 
                    ↓（2を選択された方） 
以前に住んでおられたのはどこですか？ 




1. 親の代から住んでいる           2. 仕事や学校の都合で越してきた 
    3. 持ち家や広い家に住むために越してきた      4. 結婚や独立を契機に越してきた 
   5. その他（              ） 
 
1-3 あなたやあなたの家族が現在のすまいを決める際に以下の事柄を考えられましたか？  
以下の項目の中で考慮した項目があれば、その番号に○をつけてください。 
〈○はいくつでも〉 
1. 家庭菜園などができる              2. 犬などのペットが飼いやすい  
3. 散歩のできる道（場所）がある          4. 子供を自然の中で育てられる  
5. 田畑の景色が楽しめる              6. すまいから周囲の山が見える  
7. 身近な自然が楽しめる              8. 自然環境が豊かである  
   
■あなたと農業や農家の方々との関わりについてお聞きします。                           
2-1 あなたのお住まいの周辺には農地がありますが、あなたは現在農業や農家の方々と何か関わりをもっていますか？ 
〈○はいくつでも〉 
1. 市民農園等を利用している         2. 青空市場などで野菜や花を買う 
3. 芋ほり等の農業イベント等に参加している  4. 近所の農家の人から野菜などを分けてもらう 
5. 自分または一緒に暮らす家族の中で農業を営んでいる人間がいる 
6. 親戚が農業をやっていて、人手がいるときだけ借り出される 




1. 子供の遊び場になる    2. 散歩の場所に最適  3. 農地の広がる眺めがよい     4. 季節感が感じられる 
5. 自然が感じられる     6. 日当たりがよい      7. 建物がなく遠くを見渡せる  8. 風のとおりがよい 




 1. 肥料などの匂いが気になる   2. 虫や蚊などが多くて困る     3. カエルなどの鳴き声がうるさい 
4. 夜間暗くて怖い               5. 農機具の音が気になる        6. 農薬等の使用が気になる 
7. 特に気にならない       8. その他（                                           ）           
 ＊裏へ続きます＊
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  1. 今ある農地は、基本的に残すべき   2. 規模の大きな農地は残すべき 3. 規模の小さい農地は残すべき 




  1. 良いことだと思うし、自分も興味がある    2. 良いことだと思うが、自分は興味がない 
   3. 特に興味はない               4. その他（                ） 
 
■将来のお住まいについてお聞きします。                                      
5-1 あなたは現在のすまいの周辺環境に満足していますか？ 
〈○はひとつ〉 




  1. 住み続けるつもり          2. 引っ越したいけど、住み続けるだろう   
3. いずれ引っ越すつもり   4. 近いうちに引っ越す予定がある    5.  わからない 
    
5-3   あなたの家族が転居するとしたら、その転居先はどのような場所が考えられますか？ 
〈○はひとつ〉 
  1. 都心部            2. 郊外の駅の近く        3. 郊外の住宅地   
4. 郊外の田畑の残るところ  6. 田畑に囲まれたところ  7. 山や海など自然に囲まれたところ 
  8. その他（                     ） 
 
■最後にあなたやご家族についてお聞きします。                                  
6-1 あなたご自身のことについてお答えください。 
性別 １．男           ２．女 
年齢 （          ）歳 
職業 
1. 会社員・公務員      2. 自営業    3. 会社経営     4. 農家     5. 主婦・家事手伝い 
6. アルバイトやパート   7. 学生      8. 無職        9.その他（               ） 
6-2 あなたの現在のお住まいについてお答えください 
お住まいの種類 １．戸建て住宅 ２．４階建てまでの集合住宅 ３．５階建て以上の集合住宅 ４．その他（     ）
お住まいの所有 １．自己の所有 ２．民間賃貸 ３．公的賃貸 ４．社宅 ５．その他（         ） 
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